
検査

入院診療

入院協力医療機関
感染症指定医療機関 感染症指定医療機関

帰国者・接触者外来 帰国者・接触者外来
（拡充）

移行期
フロー②

感染初期
フロー①

県内感染期
（まん延期・ピーク時）

フロー③

フェーズ

軽症者を含め⼊院勧告

※ 要機能分担

※ 要機能分担

全数実施
検査可能数をできるだけ
増やしながら全数実施

重症者の鑑別診断等を
優先して実施

積極的
疫学調査

全数実施
保健所の体制を強化
しながら実施

一般医療機関（外来診療）
外来診療

事例に応じて実施

保健所

⼊院者は⼊院勧告
（軽症者は⼊院としない）

宮城県調整本部入院調整

入院対応医療機関

※ 要機能分担

⼊院勧告は要検討
（軽症者は⼊院としない）

資料２
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新型コロナウイルス感染症対応フロー① 新型コロナウイルス感染症対応フロー②

感染初期

③検査実施

帰国者・接触者相談センター（保健所）

電話相談
疑い例・重症化・基礎疾患の要件，医療機関受診歴・内容の確認

疑い例

定義に一致

かかりつけ医療機関

への対応相談

鑑別診断

基礎疾患の対応 等

コールセンター（一般電話相談） 一般の医療機関

疑い例

連絡連絡

重症化の要件

基礎疾患情報

②検体採取

喀痰（必須）

鼻咽頭ぬぐい液（必須）

血清，血液，尿等（必要時）

地方衛生研究所

検体搬送

④検査結果説明

陽性 陰性

①診察対応

（鑑別診断）

保健所による入院勧告

保健所による就業制限

感染症指定医療機関【7箇所】に入院

（医療機関）帰国者・接触者外来【17箇所】

必要があれば

保健所が移送

疑似症の届出（該当事例）

⑥患者の届出

保健所による入院勧告解除

退院

届出事例疫学調査

保健所による就業制限解除

終了
一般の診療対応

他疾患に

鑑別

結果報告

保健所

事例の状況により

対応を検討

受診の目安該当例

民間検査業者

これまでの

受療状況

感染のおそれのある者

特 徴：感染症指定医療機関で入院治療を行う

経過観察or終了
健康状態の観察
有症状時再相談 等
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新型コロナウイルス感染症対応フロー②

移行期

③検査実施

感染のおそれのある者

民間検査機関

宮 城 県 調 整 本 部
重症度判断,トリアージ,入院調整

帰国者・接触者相談センター（保健所）

電話相談

疑い例

定義に一致

コールセンター（一般電話相談） 一般の医療機関

疑い例

連絡連絡

重症化の要件

基礎疾患情報

受診の目安該当例

これまでの

受療状況

帰国者・接触者外来（拡充）

地方衛生研究所

保健所による入院勧告

保健所による就業制限

①診察対応（鑑別診断）

②検体採取

④検査結果説明

かかりつけ医療機関

への対応相談

鑑別診断

基礎疾患の対応 等

必要があれば保健所が移送

届出事例疫学調査

検体搬送

結果報告

保健所による入院勧告解除

保健所による就業制限解除

退院

陽性
他疾患鑑別
一般診療対応

保健所
疑似症の届出

（該当事例）

患者届出

自宅療養

宿泊施設等
感染症指定医療機関＋入院協力医療機関

・人工心肺管理・人工呼吸器管理

軽症者

無症状者
中等症の者（入院要） 重症者

切替目安：感染症指定医療機関の病床だけでの対応が難しい時期
特 徴：感染症指定医療機関以外の医療機関でも入院治療を行う

軽症（無症状含む）は入院としない

陰性 経過観察or終了
健康状態の観察
有症状時再相談 等

事例の状況により

対応を検討

感染症指定医療機関

＋入院協力医療機関
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新型コロナウイルス感染症対応フロー③

県内感染期（まん延期・ピーク時）

自宅療養

宿泊施設等
入院対応医療機関

重症者入院対応医療機関

・人工心肺管理

・人工呼吸器管理

一般医療機関（外来診療）

一般相談対応

一般向けの受診案内

コールセンター

院内感染対策を講じて診療

軽症者

無症状者

中等症の者

（入院要）
重症者

帰国者・接触者相談センタ－（保健所）

特定領域の診断を主に行う医療機関

例）がん，透析，妊産婦等

感染のおそれのある者

検査機関

必要に応じて

入院医療機関の調整・案内

相談 相談

ピーク時の推計数 ７，８２５人

宮 城 県 調 整 本 部
重症度判断，トリアージ、入院調整

状況に応じて保健所による入院勧告

保健所による就業制限

陽性

状況に応じて保健所による入院勧告解除

保健所による就業制限解除

退院

陰性・他疾患鑑別
一般診療対応保健所へ届出

必要があれば保健所が移送

検体搬送，結果報告

切替目安：帰国者・接触者外来の検査可能数を越える検査が必要な時期

特 徴：一般医療機関でも検査を行う

届出事例疫学調査

保健所

ピーク時の推計数 ３，８８２人

・小児 １３２人

・成人 ３，７５０人

ピーク時の推計数 １３６人

・小児 ６人

・成人 １３０人
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無症状病原体保有者及び軽症患者（軽症者等）の療養等に関する流れ

帰国者・接触者外来で検査を実施する際，（その時点で入院加療が必要なさそうな場合）

・医療機関所在地の保健所（又は調整窓口）へ連絡→宿泊療養・自宅療養の可否等の確認

・患者にも陽性になった場合に備えた準備を依頼

陽性の場合
連絡があった保健所より，必要に応じて都道府県（宿泊療養）や居住地保健所

（居住地が異なる場合）等必要な機関への事前連絡

帰国者・接触者外来の医師が医療機関所在地の保健所へ患者発生の届出（入院の要不要を合わせて伝達）

入院

所在地の保健所

が入院勧告

自宅療養 宿泊療養

保健所設置市・特別区の場合には，

都道府県調整窓口において調整

搬送（都道府県が手配）

宿泊療養の実施・健康観察

※症状悪化の際には医療機関へ

入院

退所の基準を満たす旨の確認，

都道府県の調整窓口へ連絡

都道府県の調整窓口から医療機関

所在地の保健所に連絡（退所）

医療機関所在地の保健所から

居住地保健所に連絡

患者の居住する地域の保健所へ

自宅療養退所者について連絡

（管轄保健所が異なる場合に限る）

居住地保健所において在宅療養対象者

リストを作成・フォローアップ体制の準備

公共交通機関以外で帰宅

居住地保健所（又は委託先）に

おいてフォローアップを実施

※症状悪化の際には医療機関へ

自宅療養解除の要件の確認

入院

退院

症状の軽快が確認

→24時間後にPCR検査を実施

→陰性確認

→24時間後に再度PCR検査を実施

→陰性確認

重症者・中等症※重症化するおそれが高い者

は軽症であっても宿泊療養・

自宅療養の対象外

療養場所の確定

宮城県調整本部
調整窓口

※医師が入院が必要な状態ではないと判

断した者（高齢者等を除く）

軽症者等
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新型コロナウイルス感染症対策 宮城県調整本部の設置について 

１ 構成 

(1) 宮城県（保健福祉部・総務部）

(2) 仙台市

(3) 宮城県医師会

(4) 有識者（感染症分野，集中治療分野，救急医療分野）

(5) 患者搬送コーディネーター（統括ＤＭＡＴ等）

(6) 広域調整担当者（医療政策課長）

２ 業務 

(1) 受入れ医療機関の事前検討及び調整

(2) 患者の入院調整（受入れ順序，受入れ先）

(3) 軽症者の療養場所の選定

(4) 搬送体制の構築

(5) 広域調整先都道府県との連絡調整

患者搬送コーディネーター 

（統括ＤＭＡＴ等） 

保健所 
宿泊療養 

自宅療養 

トリアージ・受入れ調整

宮城県調整本部 

本 部 長：保健福祉部次長（技術担当） 

副本部長：医療政策課長（兼広域調整担当者） 

構 成 員：宮城県 

保健福祉総務課長，医療人材対策室長，疾病・感染症対策室長 

精神保健推進室長，危機対策課長，消防課長 

仙台市 

宮城県医師会 

有識者（感染症分野，集中治療分野，救急医療分野） 

医療機関 

助言 

調整 
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新型コロナウイルス感染症対策 宮城県調整本部構成員 

〔有識者〕 

所  属 職  名 氏  名 

新型コロナウイルス感染症対策アドバイザーチーム 

（東北医科薬科大学 医学部 感染症学研究室）  

座長 

（特任教授） 
賀来 満夫 

東北大学大学院医学系研究科 内科病態学講座 

総合感染症学分野  
准教授 青柳 哲史 

東北医科薬科大学 医学部 感染症学教室 准教授 遠藤 史郎 

東北医科薬科大学 医学部 救急災害医療学教室 准教授 遠藤 智之 

東北大学大学院医学系研究科 外科病態学講座 

救急医学分野 
教授 久志本 成樹 

東北大学病院 集中治療部 准教授 齋藤 浩二 

東北大学病院 
特命教授 

感染管理室長 
徳田 浩一 

公益社団法人宮城県医師会 常任理事 藤盛 啓成 

東北大学大学院医学系研究科 総合感染症学分野 助教 吉田 眞紀子 

（敬称略，五十音順） 

〔患者搬送コーディネーター〕 

所  属 職  名 氏  名 

東北大学病院 総合地域医療教育支援 部長 石井 正 

東北医科薬科大学 医学部 救急災害医療学教室 准教授 遠藤 智之 

宮城県保健福祉部東部保健福祉事務所 技術次長 野上 慶彦 

公益社団法人宮城県医師会 副会長 橋本 省 

仙台市立病院 救命救急センター長 山内 聡 

（敬称略，五十音順） 
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新型コロナウイルス感染症患者受入可能病床数 

感染症指定医療機関 ７病院 ２９床 

入院協力医療機関等 ９病院 ４９床 

県内主要医療機関 ２０病院 
３８８床（見込み） 
〔内訳〕重症   ５７床 

中等症 ３３１床

※更に，主要医療機関以外での受入拡大について，県医師会等と調整予定

＋

※病棟単位での受入等を調整

現在 
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